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中長期ビジョン素案原稿前回審議会からの主な変更箇所 

 

前回審議会（令和６年１２月２４日開催 第３回経営審議会）後、令和７年度予算の成立などを踏まえ、中長期ビジョン素案原稿を修正しま

した。 

主なものは次のとおりです。 
 

No. 頁 旧 新 

1 16 第３章 現状と課題 

 ３－２ 人口減少社会の到来と水需要の動向 （１）本市における人口の将来展望 

  【修正理由】 

令和７年３月、５年ぶりに「下関市人口ビジョン」が更新され、下関市の将来人口推計グラフが変更されたことを受けて修正したものです。 

  その後、令和 42 年（2060年）には 15 万人を下回るという結果とな

っており、平成 27 年（2015 年）から 50 年で人口が約半減する見通し

となっています。 

 その後、令和 42 年（2060 年）には 15 万人を下回るという結果とな

っており、令和２年（2020 年）から 45 年で人口が約半減する見通し

となっています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 40 第５章 基本施策に基づく具体的な取組 

５－１ 主な取組項目 １ 安全な上下水道 施策（２）水質検査・監視体制 

  【修正理由】 

 環境省はＰＦＡＳの２つの物質について、全国各地の水道水の検査で一定の濃度を超える値が検出されたことを踏まえ、令和６年 12 月 24

日に開かれた水質基準逐次改正検討会で、水道法上の「水質基準項目」に引き上げる方針が示されたことを受けて、素案を修正したものです。

また、併せて用語の修正を行いました。 

資料２ 
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No. 頁 旧 新 

  上下水道局では、定期検査により水道水の水質基準適合を確認して

います。 

また、一部の自治体において水道水から検出されているＰＦＡＳの

うち、飲用した場合などに健康への影響が懸念されるＰＦＯＳ及びＰ

ＦＯＡの２物質については、水質基準として定められてはいませんが、

水質管理目標設定項目とされているため、令和２年度から検査を実施

し、全て目標値以内であることを確認しています。 

これらの検査を継続して実施し、水道水をお客さまに安心してご使

用いただくため、検査職員の教育と訓練を計画的に実施するとともに、

最新の検査方法にも対応できるように、検査機器の計画的な更新を行

い、職員のスキルアップと水質検査のレベルアップを図ります。（後略） 

上下水道局では、定期検査により水道水の水質基準適合を確認して

います。 

また、一部の自治体において水道水から検出されているＰＦＡＳの

うち、飲用した場合などに健康への影響が懸念されるため、水質管理

目標設定項目から水質基準項目に格上げされる予定のＰＦＯＳ及びＰ

ＦＯＡの２物質については、令和２年度（2020 年度）から検査を実施

し、全て目標値以内であることを確認しています。 

これらの検査を継続して実施し、水道水をお客さまに安心してご使

用いただくため、検査職員の教育と訓練を計画的に実施するとともに、

最新の検査方法にも対応できるように、検査機器の計画的な更新を行

い、職員のスキルアップと水質検査のレベルアップを図ります。（後略） 

 114 
 

用語の名称 用語解説 
  

ＰＦＡＳ Per- and Poly- Fluoro Alkyl Substances の略称

であり、炭素とフッ素の結合を複数もつ化合物をい

います。1 万種類以上の物質があるとされている

PFAS のうち健康への影響が懸念される PFOS（ペル

フルオロオクタンスルホン酸）と PFOA（ペルフルオ

ロオクタン酸）の 2 物質が水質管理目標設定項目

（水質基準とするに至らないが、水道水中での検出

の可能性があるなど、水質管理上留意すべき物質

(項目)）とされています。 

 

 

 

 

 

 

用語の名称 用語解説 
  

ＰＦＡＳ ペルフルオロアルキル化合物及びポリフルオロア

ルキル化合物を総称して「PFAS」と呼び、炭素とフ

ッ素の結合を複数もつ化合物をいいます。１万種類

以上の物質があるとされている PFAS のうち健康へ

の影響が懸念される PFOS（ペルフルオロオクタン

スルホン酸）と PFOA（ペルフルオロオクタン酸）の

２物質については、令和８年（2026 年）４月１日に

水質管理目標設定項目（水質基準とするに至らない

が、水道水中での検出の可能性があるなど、水質管

理上留意すべき物質（項目））から水質基準項目に

格上げされ、水道事業者に対して水道水の基準への

適合と水質検査実施が義務化される方針が、環境省

の有識者会議で了承されています。 
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3 46 第５章 基本施策に基づく具体的な取組 

 ５－１ 主な取組項目 ２ 強靭な上下水道 施策（２）施設・管路の耐震化 

  【追加理由】 

上下水道一体での耐震化を推進するため、国土交通省から全ての水道事業者等及び下水道管理者に対し策定が要請され、今年の１月に策定

した「下関市上下水道耐震化計画」の取り組みについて追加したものです。 

  ①施設の耐震化 

 （略） 

また、「防災」対策については、現有施設の中で、最新の耐震性能を有

しているかどうかが不明な施設が存在しているため、早期に施設ごと

の耐震診断を実施し、診断結果に基づいた耐震補強を進めていきます。 

 

 

 

 

②管路の耐震化 

管路の耐震化についても、管路の重要度などを総合的に判断し、効

果的な更新を実施していきます。具体的な取り組み内容について以下

に示します。 

①施設の耐震化 

 （略） 

また、「防災」対策については、現有施設の中で、最新の耐震性能を有

しているかどうかが不明な施設が存在しているため、早期に施設ごと

の耐震診断を実施し、診断結果に基づいた耐震補強を進めていきます。 

施設の耐震化については、「下関市上下水道耐震化計画」に基づき、

災害に強く持続可能な上下水道システムの構築に向け、急所施設の耐

震化に取り組みます。 

 

②管路の耐震化 

管路の耐震化については、「下関市上下水道耐震化計画」に基づき、

災害に強く持続可能な上下水道システムの構築に向け、重要施設に接

続する上下水道管路の耐震化を実施します。管路の重要度などを総合

的に判断し、効果的な更新ができるよう、具体的には次のとおり取り

組みます。 

4 57、 

58 

第５章 基本施策に基づく具体的な取組 

５－３ 上下水道事業の取組と持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ） ※新規追加 

  【追加理由】 

 上下水道局では、中長期ビジョンに掲げる基本理念、基本方針及び基本施策に基づき事業を進めていくことが、ＳＤＧｓの目標達成への貢

献につながることから、基本施策と関連するＳＤＧｓアイコンを付してＳＤＧｓの取組を明確にしました。 
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No. 頁 旧 新 

5 73～

81 

第６章 投資計画と財政計画 

 ６－７ 投資・財源の試算の考え方 

  【修正理由】 

・令和７年度予算成立を踏まえ、一般会計からの繰入金等、関連する項目について投資・財政計画を見直し、文章中の数値や「収益的収支の

見通し」等グラフを修正したものです（全事業）。 

 74 

上段 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※第３回経営審議会にてご指摘いただきました、１回目の料金改

定を行わなかった場合の赤実線に加えて、２回目の料金改定を行

わなかった場合を赤破線にて示すよう修正しました。 
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 74 

下段 

 

 

 

 

※第３回経営審議会にてご指摘いただきました、１回目の料金改

定を行わなかった場合の赤実線に加えて、２回目の料金改定を行

わなかった場合を赤破線にて示すよう修正しました。 

 

 

 75 

上段 
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 75 

下段 
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上段 

  

 76 

下段 
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No. 頁 旧 新 

 79 
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下段 
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上段 
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No. 頁 旧 新 

 81 

下段 
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∫ 

107 

第６章 投資計画と財政計画 

６－９ 投資・財政計画 

令和７年度予算等の数値修正（全事業） 

 


